
平成25年度地域活性化総合特別区域評価書【正】 

作成主体の名称：兵庫県、洲本市、南あわじ市、淡路市 

１ 地域活性化総合特別区域の名称 

あわじ環境未来島特区 

２ 総合特区計画の状況 

① 総合特区計画の概要

淡路地域の最大の強みは、エネルギーと食料の自給自足をともに実現できる恵まれ

た地理的条件の存在である。このため、エネルギーと農を基盤に暮らしが持続する地

域社会の実現を目指し、住民が主役となり、地域が主導して、「エネルギーが持続する

地域」「農と暮らしが持続する地域」の実現を目指す。こうした取組を新産業創出や地

域活性化につなげるのはもちろんのこと、地域の合意形成、社会的受容、費用負担の

あり方を含めて検証する一つの社会実験として展開する。 

② 総合特区計画の目指す目標

③ 総合特区の指定時期及び総合特区計画の認定時期

平成23年12月22日指定 

平成24年２月28日認定（平成25年11月29日最終認定） 

３ 目標に向けた取組の進捗に関する評価（別紙１） 

① 評価指標及び留保条件

 

生命
い の ち

つながる「持続する環境の島」をつくる 

豊かな自然の中で暮らす人々が、自然との実りある関係を築きながら、資源、資

金、仕事を分かち合い、支え合って、身の丈に合った幸せを実感できる社会、誇り

の持てる美しい地域をつくる。そして、これを淡路島らしい固有の文化、価値とし

て次世代に引き継ぎ、将来の長きにわたって持ちこたえさせる。そうした地域の姿

を『生命つながる「持続する環境の島」』とし、その実現を目指す。 

評価指標(1)：エネルギー（電力）自給率［進捗度100％］

※電力消費量は関西電力㈱販売電力量分 

数値目標(1)：16%（H25年度）→21%（H28年度） 

［H25年度目標値：16%、H25年度実績値：16%、進捗度100％］ 



民間事業者がチャレンジファーム事業を展開して農業人材の育成を図りつつ、特

色ある農産物の生産を行っているほか、地域独自の取組として、全島をあげた「食

のブランド「淡路島」推進事業」など、生産性向上に向けた取組を推進している。 

なお、「島内農協の野菜の年間販売高」÷「出荷件数」でみると、対前年度比95.1％

となっているが、度重なる台風や集中豪雨の被害を受けたことによる影響も大きく、

長期的スパンで評価する必要がある。 

定住人口については、対前年度比99.5％とやや目標を下回った。 

交流人口については、淡路島観光協会が調査している主要観光施設の入込客数に

よると、４月に起きた地震や秋の台風、冬の大雪などの影響もあり対前年度比３％

評価指標(2)：二酸化炭素排出量（関西電力㈱販売電力量分）［進捗度100％］ 

数値目標(2)：H24年度比2.5%削減（H25年度）→H24年度比8.4%削減（H28年度） 

［H25年度目標値：H24年度比2.5%削減、H25年度実績値：H24年度比2.5%

削減、進捗度100％］ 

評価指標(3)：再生可能エネルギー創出量［進捗度112％］ 

数値目標(3)：83,851MWh／年（H22年度） →180,472MWh／年（H28年度） 

［H25年度目標値：132,162MWh／年、H25年度実績値：147,670MWh／年、

進捗度112％］ 

評価指標(4)：新規就農者数［進捗度129％］ 

数値目標(4)：36人／年（H22年度）→65人/年（H28年度） 

［H25年度目標値：51人、H25年度実績値：66人／年、進捗度129％］ 

評価指標(5)：再生利用が可能な荒廃農地面積［進捗度128％］ 

数値目標(5)：521ha(H22年度)→509ha(H28年度) 

［H25年度目標値：518ha、H25年度実績値：404ha、進捗度128％］ 

評価指標(6)：一戸当たり農業生産額 

数値目標(6)：186万円(H21年度)→195万円(H28年度)《定性的評価》 

評価指標(7)：持続人口（定住人口＋交流人口） 

数値目標(7)：持続人口：17万4千人(H22年度)→16万7千人(H28年度) 《定性的評価》

（うち、定住人口：14万4千人(H22年度)→13万4千人(H28年度) 

［H25年度目標値：13万9千人、H25年度実績値：13万8千341人、進捗

度100％］） 



減となっている。 

以上のように、定住人口・交流人口ともに低い進捗率であることから持続人口は

数値的には低い進捗率が推察されるが、定住人口促進対策の「お帰りなさいプロジ

ェクト」の展開や、「域学連携事業」の実施による地域のグリーン資源を活用した

ツアー企画の具体化など、新たな地域独自の取組により、全体としては概ね順調に

進捗している。 

② 寄与度の考え方

該当なし

③ 総合特区として実現しようとする目標（数値目標を含む）の達成に特区で実施する

各事業が連携することにより与える効果及び道筋 

ア エネルギー持続の地域づくり事業 

あわじ環境未来島特区においては、淡路島を再生可能エネルギーの「テストアイ

ランド」とするため、実用化されていない潮流発電、太陽熱発電、洋上風力発電な

ど、新たな技術開発のための実証実験に取り組み、事業化につなげていく点に特色

がある。これらの先進的な取組については、京阪神の大都市部から近い交通至便な

立地条件の良さを生かし、多くの視察者を受け入れるほか、環境学習の場としても

提供することを想定している。このため、様々な実証実験の現場を巡るモデルコー

スを設定するほか、観光関係事業者とタイアップして有料のエネルギーツアーを企

画することも視野に入れている。 

以上のような島内各地の実証実験の取組を線でつなぐことにより、再生可能エネ

ルギーのショーケースとして面的に見せていくことで来訪者の増加を図り、地域の

活性化につなげていく。 

イ 農と暮らし持続の地域づくり事業 

淡路島においては、すでに若手の農業人材を育成する取組が始まっている。こう

した本格的な就農希望者のみならず、クラインガルテンなどを利用して気楽に田舎

暮らしと農業を楽しもうとする者にも活動の場を提供しようとする点においてあ

わじ環境未来島特区の特色があると考えている。 

このような両面の取組をバランス良く推進することにより、「「農」のある暮らし」

に関する様々なニーズに対応できる地域としての魅力を高め、交流人口の増加、さ

らには持続人口の増加につなげていく。 

以上のような取組を推進することにより、人口減少社会においても活力を維持し、

将来にわたって暮らし続けられる地域を創造する。 

④ 目標達成に向けた実施スケジュール（別紙１－２）

ア エネルギー持続の地域づくり事業 

再生可能エネルギーの固定価格買取制度において、制度創設から３年間は、普及

促進のために買取条件（買取価格）が有利に設定されることから、比較的短期での

事業化が容易な大規模未利用地を活用した太陽光発電事業について、可能な限り前



倒しで実施できるよう、事業者の取組を支援していく。 

また、「潮流発電」「洋上風力発電」など、実用化が進んでいない再生可能エネル

ギー源による発電の事業化に向けて、活用可能な国の競争資金の獲得に向けて取り

組むとともに、「うちエコ診断事業」の受診者の増加に向けて、当該事業の実施主

体と県・市が連携して住民への働きかけを強化することにより、スケジュールの明

確化、前倒し実施に取り組む。 

イ 農と暮らしの地域づくり事業 

エコ・クラインガルテンの整備や植物工場事業、高齢者に優しい持続交通システ

ムの構築に関する取組について、現時点では事業化への道筋が見えていないことか

ら、国や関係事業者との調整を進めるほか、独自の支援策を検討するなどにより、

スケジュールの明確化に取り組む。 

４ 規制の特例措置を活用した事業等の実績及び自己評価（別紙２） 

(1) 一般地域活性化事業：太陽光発電施設の系統連系に係る迅速な手続の明文化（電気

事業法） 

小・中規模の太陽光発電施設に関して、系統連系に係る手続きの処理期間の明文

化及び短縮がなされたため、施設整備の進捗が早まり、事業が円滑に進むことによ

り、結果として、事業所・家庭などでの太陽光発電の導入を促進している。 

(2) 一般地域活性化事業：太陽光発電施設に係る電気主任技術者の選定要件の緩和（電

気事業法） 

太陽光発電施設に関して、電気主任技術者の外部委託を可能とする出力範囲が緩和

されたことにより、技術者確保の負担が軽減され事業が円滑に進むとともに、事業採

算性の向上に寄与することとなり、結果として太陽光発電所の整備を促している。 

５ 財政・税制・金融支援の活用実績及び自己評価（別紙３） 

財政支援：既存の補助制度等を活用した事業 ６件 

(1) 一般地域活性化事業（地域資源の価値を高める複合的なバイオマス利用（電気・

熱・燃料）の実証（地域資源の価値を高める複合的なバイオマス利用（電気・熱・

燃料）のための計画策定）（地域バイオマス産業化推進事業）） 

地域資源を活用したバイオマス産業の創出・育成による地域産業の振興ならび

に雇用創出、及びバイオマスをはじめとした地域分散型エネルギー供給体制の強

化による環境にやさしく災害に強いまちづくりの推進を図る「洲本市バイオマス

産業都市構想」（案）を策定し、「バイオマス産業都市」への選定へ向けた取組が

計画どおり進んだ。 

(2) 一般地域活性化事業（地域資源の価値を高める複合的なバイオマス利用（電気・

熱・燃料）の実証（廃食用油利用のバイオマス燃料高質化による農機燃料・発電



利用）【実証実験】（緑と水の環境技術革命プロジェクト事業）） 

地域資源を活用したバイオマス産業の創出・育成による地域産業の振興ならび

に雇用創出、及びバイオマスをはじめとした地域分散型エネルギー供給体制の強

化による環境にやさしく災害に強いまちづくりの推進を図る「洲本市バイオマス

産業都市構想」（案）を策定し、「バイオマス産業都市」への選定へ向けた取組が

計画どおり進んだ。 

(3) 一般地域活性化事業（多様な主体の創意工夫を生かすエネルギー消費の最適化

（離島・漁村における直流技術による自立分散エネルギーシステム技術の実証研

究）（地球温暖化対策技術開発・実証研究事業）） 

現地（沼島）において直流グリッドシステム実証設備の設置及びダイナミック

プライシングにおける見える化効果の把握などの予備実験を実施して、次年度の

本格的な実証実験に向けた準備を計画どおり整えることができた。引き続き財政

支援を活用することで着実な進捗が見込まれる。 

(4) 一般地域活性化事業（多様な主体の創意工夫を生かすエネルギー消費の最適化

（分散型エネルギーインフラを用いた淡路市の活性化）（「分散型エネルギーイ

ンフラ」プロジェクト導入可能性調査事業）） 

淡路市夢舞台ニュータウン構想「サスティナブル・パーク」周辺をモデル地域

とした分散型エネルギーインフラ整備の事業化検討を実施することができた。引

き続き財政支援を活用することで着実な進捗が見込まれる。 

(5) 一般地域活性化事業（多様な主体の創意工夫を生かすエネルギー消費の最適化

（未利用地の活用による住民参加型ソーラー発電事業調査）（再生可能エネルギ

ー発電事業を通じた地域活性化モデル開発支援調査事業）） 

洲本市五色地区鳥飼北港の水揚場及び中川原地区農業用ため池の２箇所を有

力候補地とした住民参加型ソーラー発電事業の事業化に向け、実施可能性調査を

実施することができた。引き続き財政支援を活用し事業化へ向けた取組を進めた

い。 

(6) 一般地域活性化事業（太陽熱発電とその排熱利用型バイナリー発電の高効率ハ

イブリッド実証（地球温暖化対策技術開発・実証研究事業）） 

実証施設の建設が完了し、現在試運転中である。平成26年度に太陽熱および木

質バイオマスボイラによる発電実証試験を行う。 

  税制支援：該当なし 

金融支援（利子補給金）：７件 

「太陽光発電所整備事業」への貸付に対して利子補給金の給付を受けており、これら

の事業採算性の向上に大きく寄与している。 



６ 地域独自の取組の状況及び自己評価（別紙４） 

 住宅向け小規模太陽光発電設備設置の補助や電気自動車の購入補助などにより、エネ

ルギー（電力）自給率の向上、二酸化炭素排出量の削減などに寄与した。 

また、転入者への補助金支給のほか、新婚世帯への家賃や住宅購入支援など５つの促

進事業を盛り込んだ「お帰りなさいプロジェクト」の展開や沼島の新鮮な海の幸と参加

者が持ち寄った品を物々交換する「手魚舎（ちょうぎょしゃ）」の開催などにより定住・

交流人口の増加などにも寄与した。このほか、島外から新規就農希望者を受け入れて就

農条件を整備し、人・農地プランの中心経営体に位置づけた集落に対して助成する「み

らいの集落応援事業」の展開による新規就農者数の拡大など、多様な取組を進めている。 

以上の取組により、特区目標の達成に少なからず貢献したと考えられる。 

７ 総合評価 

平成25年度の取組全体としては、定量的評価が可能なものについてはほぼ目標を達成

でき、やむを得ず定性的評価となったものについては、４月に起きた地震や秋の台風、

冬の大雪などの影響もあり数値的には低い進捗率が推察されるが、新たな地域独自の取

組の展開など取組全体としては概ね順調に進捗している。 

なお、現時点では、総合特区制度における支援制度の活用が一部の事業者への金融上

の支援措置などに限られており、国と地域の政策資源を集中させ、成長戦略実現のため

の政策課題解決の突破口とする旨の総合特区制度の直接的な効果は極めて限定的である。 

一方、総合特区としての看板効果により、多くの事業者や住民があわじ環境未来島特

区の取組に関心を寄せていることから、総合特区制度の支援措置を待たずに地域独自の

取組をこれまで以上に幅広く展開した結果、島内外の多くの事業者や住民の関心が高ま

り、これらの主体による主体的で特色ある取組が芽生えつつある。 

今後は、こうした事業者や住民の関心をさらに高め、具体的な取組に結びつけていく

とともに、動き始めた様々な取組の相互連携を図り、相乗効果を発揮して他の地域には

ない淡路地域ならではの取組へと高めていく必要がある。 



別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成22年度） 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

目標値 12% 16% 16% 18% 21%

実績値 8% 12% 16%

進捗度
（％）

100% 100%

評価指標（１）
エネルギー（電力）

自給率
※電力消費量は関
西電力㈱販売電力

量分

数値目標（１）
8％→21％

寄与度(※)：－（％）

エネルギー（電力）自給率を平成28年度までに21％に向上することを数値目標とする。
この目標の達成に向け、身近な地域資源を活用した多様なエネルギー創出へのチャレンジとして、大規模な土取り跡地を
活用した太陽光発電所の整備や、日本有数の潮流を活用した潮流発電の検討などに、また、多様な主体の創意工夫を生
かすエネルギー消費の最適化として「うちエコ診断」などに取り組む。

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、数値の
根拠に代えて計画の進行管理
の方法等

数値目標（１）
8％→21％

代替指標の考え方または定性
的評価
※数値目標の実績に代えて代
替指標または定性的な評価を用
いる場合

●算出方法
・「①島内電力創出量」÷「②島内電力消費量」で算出。
●目標設定の考え方や数値の根拠等
【電力創出量】
・「①島内電力創出量」については、平成28年度までに設置が見込まれる発電設備を積み上げて目標を設定した。その上で
平成28年度まで、毎年一定量で増加するものとして設定した。（数値目標(3)に同じ）
・平成25年度の実績値については、平成25年度末までに稼働した太陽光発電所、風力発電所等の発電容量などから年間
の発電量を推算し、その総計を実績値とした。（評価指標(3)の実績値に同じ）
【電力消費量】
・「②島内電力消費量」は、従来「都道府県別エネルギー消費統計」（資源エネルギー庁）による全県の実績値から産業・民
生（家庭）・民生（業務）・運輸の各部門別に「市町村別エネルギー消費統計作成のためのガイドライン」（資源エネルギー庁）
に基づく按分計算により島内電力消費量を推計していたが、「都道府県別エネルギー消費統計」の実績値の把握が２年遅
れとなること、按分計算では正確な実績値が把握できないことから「関西電力の島内電力販売量」に置き換えることとした。
・平成25年度の関西電力の淡路島内への電力販売量実績を基準として、需要家数（持続人口の将来増減率）、需要家１単
位当たり需要量（努力目標）、電気自動車の普及率を加味して平成28年度の目標値を設定し、その上で平成25年度から平
成28年度までは一定割合で消費量が減少するものとした。
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【地域独自の取組】
・地域独自の取組として、一般家庭向け太陽光発電設備について、個々の規模は小さいが、島内３市合計で約1.8MW分の
補助を行い大きな創出量を達成できた。

評価指標（１）
エネルギー（電力）

自給率
※電力消費量は関
西電力㈱販売電力

量分

数値目標（１）
8％→21％

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合は要因分析）
及び次年度以降の取組の方向
性

　再生可能エネルギーを活用した電力の創出が進む一方で、電力消費は抑制傾向にあることから、エネルギー（電力）の自
給率は向上した。（詳細は下記のとおり。）

●電力の創出
　年間想定発電量は、風力96,535MWh、太陽光51,135MWhと計147,670MWh（対前年度比126.4％）となり、電力の創出は着
実に進んでいる。

【総合特区事業】
・大規模太陽光発電所の整備に関しては、平成25年度中に新たに13箇所（計28ＭW)稼働し、30～40MW級のものについても
工事着手済で平成26年度中には稼働が見込まれるなど順調に進捗している。
・３月には、県民債を発行して島民から調達した資金を建設に活用した住民参加型太陽光発電所（0.95MW）が淡路市岩屋
に完成し、個人でも再生可能エネルギーの創出に参画でき、地元に利益を還元できる新たなモデル事業として取り組んでい
る。
・洲本市においては、「洲本市地域再生可能エネルギー活用推進条例」を制定（H25.6施行）したほか、バイオマス利用促進
については農水省競争資金を活用し「洲本市バイオマス産業都市構想」（案）策定のための調査検討を実施するなど、着実
に取組が進んでいる。
・太陽熱発電の実証については、実証施設の建設が完了し、現在試運転を行っているところであり、予定どおり進捗してい
る。
・潮流発電については、平成26年度の環境省競争資金を獲得し実証実験を行うべく、地元漁協や電力会社との調整を進め
ている。
・風力発電については、陸上は騒音や適地等の課題があるため、陸上より大きな風力と実証に適した遠浅の海を生かし、洲
本市五色町沖合における洋上風力発電の導入を中心に進めていく。平成26年度は、環境省の「風力発電等環境アセスメン
ト基礎情報整備モデル事業」の対象地区に採択されたため、将来的に発電事業者へ地域固有の環境基礎情報を提供する
ための現地調査等を同省が行うこととなっている。
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●次年度以降の取組の方向性
　今後は、太陽光発電所整備等の推進を継続して図るとともに、バイオマス利用の促進を進めるほか、「潮流発電」「洋上風
力発電」など、実用化が進んでいない再生可能エネルギー源による発電の実証を進め、多彩なエネルギーの創出に取り組
むとともに、引き続き電力消費抑制に取り組む。

●電力の消費抑制
　関西電力の淡路島内の平成25年度電力販売量実績は、９億３千万kwh（対前年度比97.5%）となっており、省エネルギーに
対する意識の高まりや厳しい電力需要の状況を反映して節電が進んでいる。

【総合特区事業】
・県が先駆的に取組を開始した「うちエコ診断」については、淡路島内の受診者が平成24年度の214人から平成25年度には
39人と大幅に減少したが、４月当初の地震の影響により地域へのＰＲが十分にできなかったことなどの要因も大きかった。
なお、この事業の検証結果によると、電力消費が14％削減される効果が確認されている。
・「うちエコ診断」については、平成26年度からは住宅用の太陽光発電施設や家庭用燃料電池、エコキュートなどの創エネル
ギー・省エネルギー設備を設置する者に対する融資制度において、対象者には「うちエコ診断」受診を条件とするなど、他事
業との連携により普及を進める。

【地域独自の取組】
・地域独自の取組として、県産業集積条例による企業立地支援（拠点地区進出貸付）により、平成25年４月に太陽光パネル
の設置や省エネ法対応ローコストユーティリティを採用した環境調和型企業（１件）が淡路市津名生穂地区に進出した。
・同じく県が実施している「あわじ環境未来島構想支援制度（立地支援制度）」については、平成25年度には活用実績がな
かったが、今後さらに制度の周知に努め、省エネルギーの推進等に寄与する企業の立地を進める。

評価指標（１）
エネルギー（電力）

自給率
※電力消費量は関
西電力㈱販売電力

量分

数値目標（１）
8％→21％

■現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等

外部要因等特記事項

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

委員による現地調査の実施なし。

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］
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■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成22年度） 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

目標値 － H24年度比2.5%削減 H24年度比4.5%削減 H24年度比6.4%削減 H24年度比8.4%削減

実績値 － － H24年度比2.5%削減

進捗度
（％）

－ 100%

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、数値の
根拠に代えて計画の進行管理
の方法等

代替指標の考え方または定性
的評価
※数値目標の実績に代えて代
替指標または定性的な評価を用
いる場合評価指標（２）

二酸化炭素排出量
（関西電力㈱販売

電力量分）

数値目標（２）
H24年度比2.5％削
減→H24年度比

8.4％削減

数値目標（２）
H24年度比2.5％削減→
H24年度比8.4％削減

寄与度(※)：－（％）

二酸化炭素の排出量を平成28年度までに平成24年度比8.4％削減することを数値目標とする。
この目標の達成に向け、多様な主体の創意工夫を生かすエネルギー消費の最適化として「うちエコ診断」や漁船の電動化・
ハイブリッド化による漁業のグリーン化、高齢者にやさしい持続交通システムの構築にも取り組む。

●算出方法
・従来は、評価指標(1)の電力消費量同様「都道府県別エネルギー消費統計」（資源エネルギー庁）による全県の実績値から
産業・民生（家庭）・民生（業務）・運輸の各部門別に「市町村別エネルギー消費統計作成のためのガイドライン」（資源エネ
ルギー庁）に基づく按分計算により島内二酸化炭素排出量を推計していたが、「都道府県別エネルギー消費統計」の実績値
の把握が２年遅れとなること、按分計算では正確な実績値が把握できないことから「関西電力の島内電力販売量」により二
酸化炭素排出量を推計することとした。
・「関西電力の電力販売量」×二酸化炭素排出係数で算出。
●目標設定の考え方や数値の根拠等
・H25年度の「関西電力の電力販売量」実績を基準に将来の電力消費量を設定（指標（１）の「電力消費量」の目標値に同
じ。）
・二酸化炭素排出係数は、H24年度までは当該年度の調整後排出係数を用い、H25年度以降は直近のH24年度の調整後
排出係数で一定とした。
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　省エネルギーに対する意識が高まり、電力消費量が削減された（評価指標(1)参照）ことから二酸化炭素排出量の削減が
進んだ。（詳細は下記のとおり。）

●家庭部門
・家庭部門においては、特区事業として県が先駆的に取組を開始した「うちエコ診断」については、淡路島内の受診者が平
成24年度の214人から平成25年度には39人と大幅に減少したが、４月当初の地震の影響により地域へのＰＲが十分にでき
なかったことなどの要因も大きかった。なお、この事業の検証結果によると、受診家庭の二酸化炭素排出削減効果は10％
程度と推定される。
・「うちエコ診断」については、平成26年度からは住宅用の太陽光発電施設や家庭用燃料電池、エコキュートなどの創エネル
ギー・省エネルギー設備を設置する者に対する融資制度において、対象者には「うちエコ診断」受診を条件とするなど、他事
業との連携により普及を進める。
●産業・業務部門
・産業・業務部門については、地域独自の取組として、県産業集積条例による企業立地支援（拠点地区進出貸付）により、
平成25年４月に太陽光パネルの設置や省エネ法対応ローコストユーティリティを採用した環境調和型企業（１件）が淡路市
津名生穂地区に進出した。
・同じく県が実施している「あわじ環境未来島構想支援制度（立地支援制度）」については、平成25年度には活用実績がな
かったが、今後さらに制度の周知に努め、省エネルギーの推進等に寄与する企業の立地を進める。
・また、「環境の保全と創造に関する条例」に基づき、燃料、熱及び電気の使用量の合計が原油換算で1,500kl/年以上の大
規模事業所について、温室効果ガス排出抑制計画の策定・措置結果の報告を義務付けているが、新たにエネルギー使用
量年間500kl以上、1,500kl未満の事業所にも報告を義務づけ、1,500kl/年以上の大規模事業所については、排出抑制計画
及び措置結果を事業者ごとに公表する仕組みの導入など、制度の実効性を確保するための見直しを検討しており、さらなる
促進に取り組む。
●運輸部門
・運輸部門については、地域独自の取組として、ガソリン車に比べてエネルギー効率に優れ、CO₂削減効果の高い電気自動
車(EV）の普及を推進するため、県が淡路地域限定で事業者・個人を対象に電気自動車購入補助（平成25年度実績61台
（@300千円））を行った。平成26年度からは新たにタクシー・レンタカーを対象とした上乗せ補助を行うほか、県立施設等へ
の急速充電器の設置などをあわせて進めることで普及を推進する。

■現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等

・漁船の電動化・ハイブリッド化については、これまでの実証実験で得られたデータを基に、量産化に向けた課題解決に取り
組む。
・高齢者にやさしい持続交通システムの構築については、広域移動支援システムの開発に向け、国の競争的資金を獲得す
る必要がある。

●次年度以降の取組の方向性
　今後は、「うちエコ診断事業」や、地域独自の取組として設けた「あわじ環境未来島構想支援制度（立地支援制度）」の活用
等、各部門での省エネの促進に取り組む。

評価指標（２）
二酸化炭素排出量
（関西電力㈱販売

電力量分）

外部要因等特記事項

委員による現地調査の実施なし。

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合は要因分析）
及び次年度以降の取組の方向
性
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■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成22年度） 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

目標値 116,058（MWh） 132,162（MWh） 148,265（MWh） 164,369（MWh） 180,472（MWh）

実績値 83,851（MWh） 116,867(MWh) 147,670(MWh)

進捗度
（％）

100.7% 111.7%

代替指標の考え方または定性
的評価
※数値目標の実績に代えて代
替指標または定性的な評価を用
いる場合

平成28年度までに設置が見込まれる発電設備を積み上げて目標を設定した。その上で平成28年度まで、毎年一定量で増
加するものとして設定した。
平成25年度の実績値については、平成25年度末までに稼働した太陽光発電所、風力発電所等の発電容量などから年間の
発電量を推算し、その総計を実績値とした。

評価指標（３）
再生可能エネル

ギー創出量

数値目標（３）
83,851MWh→
180,472MWh

数値目標（３）
83,851MWh/年→
180,472MWh/年

寄与度(※)：－（％）

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、数値の
根拠に代えて計画の進行管理
の方法等

特区申請時点で実現可能性があると見込まれた再生可能エネルギーによるエネルギー創出の総量を目標値とし、平成28
年度までに再生可能エネルギー(電力）創出量を180,472MWh（風力117,559MWh、太陽光61,970MWh、太陽熱526MWh、バイ
オマス417MWh）まで引き上げることを数値目標とする。
この目標の達成に向け、身近な地域資源を活用した多様なエネルギー創出へのチャレンジとして、大規模な土取り跡地を
活用した太陽光発電所の整備や、日本有数の潮流を活用した潮流発電の検討、良好な風況を生かした洋上・陸上風力発
電所の検討などに取り組む。
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評価指標（３）
再生可能エネル

ギー創出量

数値目標（３）
83,851MWh→
180,472MWh

委員による現地調査の実施なし。

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

外部要因等特記事項

　年間想定発電量は、風力96,535MWh、太陽光51,135MWhと計147,670MWhとなり、目標を上回った。（詳細は下記のとお
り。）

【総合特区事業】
・大規模太陽光発電所の整備に関しては、平成25年度中に新たに13箇所（計28ＭW)稼働し、30～40MW級のものについても
工事着手済で平成26年度中には稼働が見込まれるなど順調に進捗している。
・３月には、県民債を発行して島民から調達した資金を建設に活用した住民参加型太陽光発電所（0.95MW）が淡路市岩屋
に完成し、個人でも再生可能エネルギーの創出に参画でき、地元に利益を還元できる新たなモデル事業として取り組んでい
る。
・洲本市においては、「洲本市地域再生可能エネルギー活用推進条例」の制定（H25.6施行）、農水省競争資金を活用した
「洲本市バイオマス産業都市構想」（案）の策定、酵素触媒法BDF製造実証プラントの連続運転試験と得られる液体燃料の
長期使用試験の実施など、着実に取組が進んでいる。
・太陽熱発電の実証については、実証施設の建設が完了し、現在試運転を行っているところであり、予定どおり進捗してい
る。
・潮流発電については、平成26年度の環境省競争資金を獲得し実証実験を行うべく、地元漁協や電力会社との調整を進め
ている。
・風力発電については、陸上は騒音や適地等の課題があるため、陸上より大きな風力と実証に適した遠浅の海を生かし、洲
本市五色町沖合における洋上風力発電の導入を中心に進めていく。平成26年度は、環境省の「風力発電等環境アセスメン
ト基礎情報整備モデル事業」の対象地区に採択されたため、将来的に発電事業者へ地域固有の環境基礎情報を提供する
ための現地調査等を同省が行うこととなっている。

【地域独自の取組】
・地域独自の取組として、一般家庭向け太陽光発電設備について、個々の規模は小さいが、島内３市合計で約1.8MW分の
補助を行い大きな創出量を達成できた。

●次年度以降の取組の方向性
　今後は、太陽光発電所整備等の推進を引き続き図るとともに、バイオマス利用の促進を進めるほか、「潮流発電」「洋上風
力発電」など、実用化が進んでいない再生可能エネルギー源による発電の実証を進め、多彩なエネルギーの創出に取り組
むこととする。

■現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合は要因分析）
及び次年度以降の取組の方向
性
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■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成22年度） 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

目標値 46（人） 51（人） 55（人） 60（人） 65（人）

実績値 36（人） 57（人） 66（人）

進捗度
（％）

123.9% 129.4%

代替指標の考え方または定性
的評価
※数値目標の実績に代えて代
替指標または定性的な評価を用
いる場合

・新規就農者の確保に努めるものの、農業従事者の高齢化などによる離農者が上回ることが予想され、結果として本県の
基幹的農業従事者は2020年(H32)時点で2010年(H22年）比86％程度まで減少する見込みである。
・こうした動向を踏まえ、H28年度に新規就農者数65人／年へ拡大することを目標としている。
・H22年度実績値は36人であり、各年度の目標値については、H22～H28で新規就農者数が毎年度一定人数（約4.8人ずつ）
増加するものとして算定した。
＊年度毎の目標値算定の際、小数点以下は四捨五入した。
・各年度の実績値は県農業経営課調べによる。

評価指標（４）
新規就農者数

数値目標（４）
36人→65人

数値目標（４）
36人/年→65人/年

寄与度(※)：－（％）

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、数値の
根拠に代えて計画の進行管理
の方法等

「あわじ環境未来島構想」における長期目標である2050年の新規就農者数80名への拡大実現に向けた中間目標として、新
規就農者数を平成28年度に65人／年に拡大することを数値目標とする。
この目標の達成に向け、農と食の人材育成拠点の形成として、チャレンジファームによる人材養成に取り組む。
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評価指標（４）
新規就農者数

数値目標（４）
36人→65人

委員による現地調査の実施なし。

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

外部要因等特記事項

　淡路島内では農業人材育成に関する取組を積極的に進めていることもあり、66人の新規就農者が確保でき目標を達成す
ることができた。（詳細は下記のとおり。）

【総合特区事業】
・総合特区事業として取り組んでいる「チャレンジファームによる人材養成」では、現在、４名の研修生が独立就農又は農業
分野での起業に向けて研修を行っている（展開面積：約8.5ha（H26.4現在））。卒業生で独立就農を希望する12名のうち、７名
が淡路島内で就農し、うち４名が認定就農者となっている。

【地域独自の取組】
・地域独自の取組として（株）パソナグループが県の受託事業として農業を２次産業・３次産業に展開できる「淡路島６次産
業人材育成事業」を発展させた「淡路島観光・交流人材育成事業」を実施し30人を同社が雇用し、うち12名が就職等により
島内に定住した。
・このほか、南あわじ市では農業生産、加工、流通に関する専門的な知識と技術を身につけ、地域社会における農業の位
置づけを的確に捉え、広い視点から地域の諸課題を総合的に考えることのできる人材の養成を行うため、吉備国際大学南
あわじ志知キャンパス地域創成農学部を平成25年４月に開校し、平成25年には56名が、平成26年には50名が入学した。同
大学では、文部科学省「地（知）の拠点整備事業」に採択されたことを受け、大学が主体となって地域ニーズに基づく共同研
究、シンポジウム等の開催による地域交流活動の展開などにも取り組んでいる。
・洲本市においては、島外から新規就農希望者を受け入れて、就農条件を整備し、人・農地プランの中心経営体に位置づけ
た集落に対して助成する「みらいの集落応援事業」を展開している。今後、市の農地・空き家等の就農情報の充実を図りな
がら、新規就農者の確保につなげていく。
・淡路市では、神戸、大阪など大消費地に近く、温暖な気候を好んで、就農相談が多数寄せられている。県の就農支援セン
ターと連携し、多様な経営形態の相談に対応し、農業人口の増加を図っている。
・また、就農継続に向けた取組として、県では新規就農者に対して講座研修や個別指導の充実により、生産の技術習得や
経営の早期安定化を支援している。

●次年度以降の取組の方向性
　今後は、「チャレンジファーム」を継続して実施するとともに、開校した吉備国際大学南あわじ志知キャンパス地域創成農
学部との連携をさらに進める。

■現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合は要因分析）
及び次年度以降の取組の方向
性
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■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成22年度） 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

目標値 521（ha） 518 （ha） 515（ha） 512（ha） 509 （ha）

実績値 521（ha） 473（ha） 404（ha）

進捗度
（％）

110.1% 128.2%

代替指標の考え方または定性
的評価
※数値目標の実績に代えて代
替指標または定性的な評価を用
いる場合

数値目標（５）
再生利用が可能な荒廃

農地面積　521ha→
509ha

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

評価指標（５）
再生利用が可能な

荒廃農地面積

数値目標（５）
521ha→509ha

寄与度(※)：－（％）

・従来は「世界農林業センサス」（農林水産省）による「耕作放棄地面積」に拠っていたが、当該統計は５年更新で毎年度の
実績把握ができないため、「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」（農林水産省）による「再生利用が可能な荒廃農地
面積」を用いることとした。（昨年度の代替指標を評価指標に置き換えた。）
・2010年（H22年）に1,130haの「耕作放棄地面積」（世界農林業センサスによる）を「あわじ環境未来島構想」における長期目
標である2050年までに半減させることを目標としており、この中間目標として、「耕作放棄地面積」を平成28年度までに
1,105haに減少させることを数値目標としている。
・「世界農林業センサス」による「耕作放棄地面積」を2010年（H22年）1,130haから平成28年度までに1,105haへ2.2%減少させ
ることを数値目標としている。
・このため、新たな指標である「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」による「再生利用が可能な荒廃農地面積」も同様
にH22年度比2.2％減少させることを数値目標とし、平成22年度実績値が521haであることから、平成28年度までに509ha
（521ha×約2.2%減少）へ減少させることを数値目標とする。
・この目標の達成に向け、農と食の人材育成拠点の形成として、チャレンジファームによる人材養成、就農支援会社による
離陸支援、島内外協働の農業生産法人による農と食のパートナーシップづくりと連携した耕作放棄地の徹底活用に取り組
む。
・なお、「世界農林業センサス」における「耕作放棄地面積」は農家等からの申告により耕作の意志を勘案して集計されてい
るのに対し、「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」における「再生利用が可能な荒廃農地面積」は、実際の土地の状
況から市町、農業委員会が現状では耕作できない土地を判断し集計しており、カウント対象が異なる。
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外部要因等特記事項

評価指標（５）
再生利用が可能な

荒廃農地面積

数値目標（５）
521ha→509ha

委員による現地調査の実施なし。

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

■現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、数値の
根拠に代えて計画の進行管理
の方法等

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合は要因分析）
及び次年度以降の取組の方向
性

　地域独自の取組を進めた結果「再生利用が可能な荒廃農地面積」は目標以上に減少し、順調に取組が進んでいる。（詳
細は下記のとおり。）

【総合特区事業】
・総合特区事業において、「チャレンジファームによる人材育成」の過程において、耕作放棄地を含む農場整備を行うことに
より、耕作放棄地解消への取組を進めているが、農地情報の収集が進んでいないこともあり、「耕作放棄地の徹底活用」の
取組はまだ十分には進んでいない。

【地域独自の取組】
・地域独自の取組として、洲本市においては、災害による耕作放棄地の増加を防ぐ「小災害復旧事業」「市単独土地改良事
業」、優良農地保全のための地域活動を支援する「農地水保全管理支払」「中山間地域等直接支払」、荒廃農地を再生する
「耕作放棄地再生利用緊急対策」を実施した。このほか、農地の流動化を促進し、経営規模拡大によるコストの低減、安定
的な経営体を目指す農家育成のため「農地流動化推進助成事業」を実施した結果、認定農業者に対し4.8haの農地の流動
化が進んだ。また、農業生産法人「チューリップハウス農園」では、地元農家から借り受けた耕作放棄地や休耕地を活用し６
次産業化を進めている。
・南あわじ市においては、耕作放棄田を保全し、周辺農地への被害抑制を図る「耕作放棄田保全事業」を実施している。平
成25年度は、耕作放棄地再生のための機械導入に対し補助（1団体：3,000千円）し、農地再生・耕作に取り組む農業者に助
成金を交付（7件）した結果、143aの農地再生が進んだ。
・また、淡路市においては、「耕作放棄地再生利用緊急対策事業」を利用して、企業、新規就農者が放棄地の再生、淡路島
を代表するブランドのタマネギ、ブランド化を推し進めているいちじくの栽培をおこなっている。

●次年度以降の取組の方向性
　今後は、農地情報の収集を進め、「チャレンジファームによる人材育成」の過程において耕作放棄地の活用を進める。

・H28年度における「再生利用が可能な荒廃農地面積」509haに向けて、毎年一定割合で減少していくものとして設定した。
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■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成21年度） 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

目標値 189 （万円） 191 （万円） 192 （万円） 194 （万円） 195 （万円）

実績値 186 （万円） － －

進捗度
（％）

－ －

評価指標（６）
一戸当たり農業生

産額

数値目標（６）
186万円→195万円

寄与度(※)：－（％）

「あわじ環境未来島構想」における長期目標である2050年において、特区指定時の農業生産額を維持するためには、担い
手の減少を補うだけの生産性の向上を実現させることが必要である。このため農家一戸当たり農業生産額を前年度比0.8%
上げ続けることが必要となるため、平成28年度に一戸当たり農業生産額を195万円に底上げすることを数値目標とした。
この目標の達成に向け、農と食の人材育成拠点の形成として、チャレンジファームによる人材養成などを通じた野菜生産、
食品加工・レストラン経営等の６次産業化などに取り組むほか、廃校を拠点としたエコ植物工場等による安心の薬草栽培な
どによる高付加価値農作物の生産などに取り組む。

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、数値の
根拠に代えて計画の進行管理
の方法等

定性的評価
（（参考）数値目標（６）
186万円→195万円）

・チャレンジファームによる人材養成を通じた野菜生産、６次産業化については、廃校になった旧淡路市立野島小学校を民
間事業者が市から譲り受け、地域の６次産業化のモデル施設として平成24年８月にオープンした「のじまスコーラ」におい
て、チャレンジファーム事業で生産した農産物の直売を行っており、今後は取扱量の拡大に努める。
・廃校を拠点としたエコ植物工場等による安心の薬草栽培については、平成27年度中の実証事業の実施を目指す。
・これらの取組を進め、一戸当たり農業生産額の底上げを目指す。

・一戸当たり農業生産額については、「島内農業生産額」÷「島内販売農家戸数」により算出している。
・分子の「農業生産額」は「市町民経済計算」（県統計課）に拠っているが、直近データが平成24年度分までしか存在せず、
平成25年度の実績を把握することができない。※H25実績はH27.1中旬頃公表予定
・分母の「販売農家数」については、「世界農林業センサス」（農林水産省）に拠っているが、直近データが平成22年度分まで
しか存在せず（５年毎の統計）、特区指定（平成23年度）後の実績を把握することができない。
・作付面積については、「作物統計」（農林水産省）の「市町村別統計」により把握しているが、前年度実績の公表が約半年
遅れとなり直近データの把握ができず、他に事業の進捗を測る適切な代替指標も見当たらないため、定性的な評価を行うこ
ととする。
・「島内農協の野菜の年間販売高」÷「出荷件数」でみると、平成25年度は3,335千円（対前年度比95.1％）となっているが、
度重なる台風や集中豪雨の被害を受けたことによる影響も大きく、長期的スパンで評価する必要がある。

代替指標の考え方または定性
的評価
※数値目標の実績に代えて代
替指標または定性的な評価を用
いる場合

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業



別紙１

■現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等

評価指標（６）
一戸当たり農業生

産額

・淡路市においては、優良和牛を繁殖し、生産性を高めるために、優良雌牛の取得、保留に助成する「育種系統牛保留事
業」を実施している。また、「めざせ、世界の料理人」事業のなかでブランド化を推進しているいちじくを使った商品を淡路高
校と連携、開発し、ローソンで販売。さらには、柑橘農家が中心となって温州ミカンのジュース開発など、新たな商品開発に
も取り組んでいる。

●次年度以降の取組の方向性
　今後は、地域独自の取組を引き続き進めるとともに、総合特区事業として取組が進んでいない「廃校を拠点としたエコ植物
工場」の事業化を目指す。

度重なる台風や集中豪雨の被害を受けたほか、11月以降低温で野菜の生育も遅れた。

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合は要因分析）
及び次年度以降の取組の方向
性

委員による現地調査の実施なし。

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

外部要因等特記事項

　「島内農協の野菜の年間販売高（11,728,495千円）」÷「出荷件数（3,517件）」でみると、平成25年度は3,335千円（対前年度
比95.1％）となっているが、度重なる台風や集中豪雨の被害を受けたことによる影響も大きく、長期的スパンで評価する必要
がある。（取組の詳細は下記のとおり。）

【総合特区事業】
・総合特区事業としては、民間事業者がチャレンジファーム事業を展開して農業人材の育成を図りつつ、特色ある農産物の
生産を行っている。また、同事業者は、廃校になった旧淡路市立野島小学校を市から譲り受け、将来的な薬草の植物工場
としての展開に先行し、地域の６次産業化のモデル施設、地域活性化の拠点施設として「のじまスコーラ」を平成24年８月に
オープンした。当該施設においては、チャレンジファーム事業で生産した農産物の直売を行うほか、これらの農産物を活用し
たレストランを開設するなど、地域の農業生産額の向上に寄与している。

【地域独自の取組】
・地域独自の取組として、県、島内３市では、食料生産拠点としての淡路島の魅力をさらに引き出すとともに、島内はもちろ
ん京阪神などの大消費地で新たな需要を開拓するため、「食のブランド「淡路島」推進事業」を展開し、高付加価値化と販路
拡大に努めている。
・県では国内産や海外産との差別化を図るため、甘くて柔らかい貯蔵性のある淡路島たまねぎの晩生品種の生産を拡大す
るため「淡路島たまねぎ10万トン復活大作戦」を展開しており、モデル集落においてリヤリフト付トラクターや移植機・播種機
の導入支援などを実施した。
・既存農家への働きかけとして、洲本市においては、新たに農地を借り受けて規模拡大し、所得向上を図る認定農業者に対
し、農業用機械・施設の導入費を助成する「農地を活かす“プロ農家”応援事業」を展開し、遊休農地の解消及び地域の担
い手の所得向上に取り組んでいる。
・南あわじ市においては、良質堆肥を積極的に投入し、地力を高め野菜の生産安定と高付加価値生産の推進を図る「健全
な土づくり推進事業」を実施しており、取組農家数は1,098件に及んだ。このほか、ブロッコリーの栽培面積拡大と新規栽培
農家の増加のため、種子購入に対し助成を行い生産拡大を図る「新ブランド品目育成事業」や長期貯蔵性に優れ、安定的、
継続的に有利に販売できる玉葱晩生種の種子購入に対し助成を行い、栽培面積維持拡大を図る「玉葱産地強化事業」など
を推進している。

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。
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■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成22年度） 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

持続人口 17万1千（人） 17万（人） 16万8千（人） 16万8千（人） 16万7千（人）

（うち、定住人口） （14万（人）） （13万9千（人）） （13万6千（人）） （13万6千（人）） （13万4千（人））

持続人口 17万4千（人） 17万1千159（人） －

（うち、定住人口） （14万４千（人）） （14万195（人）） （13万8千341（人））

持続人口 (100.1%) －

（うち、定住人口） (100.1%) (99.5%)

評価指標（７）
持続人口（定住人
口＋交流人口）

数値目標（７）
17万4千人→16万7

千人

（うち、定住人口
14万４千人→13万

４千人）

評価指標（７）
持続人口（定住人
口＋交流人口）

数値目標（７）
17万4千人→16万7

千人

（うち、定住人口
14万４千人→13万

４千人）

代替指標の考え方または定
性的評価
※数値目標の実績に代え
て代替指標または定性的な
評価を用いる場合

目標値

実績値

寄与度(※)：－(%)

定性的評価
（（参考）数値目標

（７）
17万4千人→16万7

千人）
（うち、定住人口

14万４千人→13万４
千人）

進捗度
（％）

目標達成の考え方及び目
標達成に向けた主な取組、
関連事業

・持続人口については、「定住人口」＋「交流人口」で算出している。
・定住人口については、数値の確定が可能であるが、交流人口（観光客入込客数）は、「兵庫県観光客動態調査」（県観光
交流課）に拠っており、平成25年度実績の把握が平成26年10月になるため、算出できない。
・また、他に事業の進捗を測る適切な代替指標も見当たらないため、定性的な評価を行うこととする。
・定住人口については、対前年度比99.5％とやや目標を下回った。
・交流人口についても、淡路島観光協会が調査している主要観光施設の入込客数が、４月に起きた地震や秋の台風、冬の
大雪などの影響もあり対前年度比３％減と数値的には低い進捗率が推察される。

・以上のように、定住人口・交流人口ともに低い進捗率であることから、持続人口については、数値的には低い進捗率が推
察されるが、定住人口促進対策の「おかえりなさいプロジェクト」や「域学連携事業」の実施による学生との連携による地域
のグリーン資源を活用したツアー企画の具体化など、新たな地域独自の取組により取組全体としては概ね順調に進捗して
いる。

●持続人口（定住人口＋交流人口）
「あわじ環境未来島構想」における長期目標である2050年の持続人口16万8千人の確保に向けた中間目標として、平成28
年度の持続人口16万7千人の確保を数値目標とする。
●定住人口
「あわじ環境未来島構想」における長期目標である2050年の定住人口10万7千人の確保に向けた中間目標として、平成28
年度の定住人口13万4千人の確保を数値目標とする。
この目標の達成に向け、新たな定住者の創出を目的とし、チャレンジファームによる人材養成や就農支援会社による離陸
支援や、環境と人を再生するエコビレッジとしてのクラインガルテン（滞在型農園）づくりに取り組むほか、高齢者にやさしい
持続交通システムの構築や、漁船の電動化・ハイブリッド化による漁業のグリーン化による漁業の生産性向上などを通じ
て、人口の減少抑制に取り組む。
●交流人口
「あわじ環境未来島構想」における長期目標である2050年の交流人口6万1千人の確保に向けた中間目標として、平成28年
度の交流人口3万3千人の確保を数値目標とする。
この目標の達成に向け、直接的な交流人口増を目的とした事業としては、環境と人を再生するエコビレッジとしてのクライン
ガルテン（滞在型農園）づくりに取り組むほか、本構想全体の取組により、エネルギーと食の自立に向けて積極果敢に取り
組む将来性のある地域、あるいは安全・安心で満足度の高い暮らしが実現する地域としての評価を高めることで、観光入込
客数の増加を図る。
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評価指標（７）
持続人口（定住人
口＋交流人口）

数値目標（７）
17万4千人→16万7

千人

（うち、定住人口
14万４千人→13万

４千人） 各年度の目標設定の考え
方や数値の根拠等
※定性的評価の場合は、数
値の根拠に代えて計画の
進行管理の方法等

●持続人口（定住人口＋交流人口）
「兵庫県将来推計人口（平成20年５月）」（県ビジョン課）によると、現在の趨勢が今後も変わらないとすると、低出生率による
少子化と超高齢化に伴う自然減、若年世代を中心とした転出超過による社会減の結果、定住人口は、平成22年度の14万4
千人が平成28年度には13万3千人まで減少する見込みである。この減少基調の定住人口を特区の取組により減少幅を縮
め、なおかつ交流人口を増やすことで、地域の持続性を高める新たな人口概念として県が提唱する持続人口の減少幅を抑
制することとを目標とする。
●定住人口
各年度の目標値は、「兵庫県将来推計人口（平成20年5月）」（県ビジョン課）の数値をベースに、個々の取組により平成24年
度～平成28年度で「定住人口」が増加するものとして算定した。
平成25年度の実績値については、「兵庫県推計人口」（県統計課）によるものとし、３月、４月は人口の移動が激しく、適正な
数値とならないことから、平成25年10月1日時点の数値を使用した。

●交流人口
・環境と人を再生するエコビレッジとしてのクラインガルテン（エコクラインガルテン）づくりについては、諸要因により、事業地
を変更することとなっており、平成27年度中に事業計画の作成にかかるべく、早期に新たな事業地の選定・確保が必要と
なっている。
・廃校になった旧淡路市立野島小学校を民間事業者が市から譲り受け、将来的な薬草の植物工場としての展開に先行し、
地域の６次産業化のモデル施設、地域活性化の拠点施設として、「のじまスコーラ」を平成24年度にオープンし、島外からも
多くの観光客を誘致している。平成27年度中の植物工場の実証着手を目指し、今後は、薬草の植物工場としても展開を進
めることで相乗効果を得てさらなる観光客の誘致に取り組む。

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

144千人 141千人 140千人 139千人 136千人 136千人 134千人

143,589 141,397 139,727 138,162 136,702 135,347 133,977

b 兵庫県将来推計人口 143,589 141,397 139,722 138,047 136,372 134,697 132,982

c 農と食の人材育成拠点の形成 5 15 30 50 75

d 健康・癒しの里づくり 100 300 500

e 高齢者にやさしい持続交通システムの構築 50 100 150 210

f 漁船の電動化・ハイブリッド化 50 100 150 210

＊　年度毎の目標値算定の際、千人未満は原則として四捨五入した（必要に応じて端数調整を行ったものもある）。

定住人口（b+c+d+e+f）a
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評価指標（７）
持続人口（定住人
口＋交流人口）

数値目標（７）
17万4千人→16万7

千人

（うち、定住人口
14万４千人→13万

４千人）
進捗状況に係る自己評価
（進捗が遅れている場合は
要因分析）及び次年度以降
の取組の方向性

　定住人口については、対前年度比99.5％とやや目標を下回った。
　交流人口についても、淡路島観光協会が調査している主要観光施設の入込客数が、４月に起きた地震や秋の台風、冬の
大雪などの影響もあり対前年度比３％減と数値的には低い進捗率が推察される。
　以上のように、定住人口・交流人口ともに低い進捗率であることから、持続人口については、数値的には低い進捗率が推
察されるが、定住人口促進対策の「おかえりなさいプロジェクト」や「域学連携事業」の実施による学生との連携による地域
のグリーン資源を活用したツアー企画の具体化など、新たな地域独自の取組により取組全体としては概ね順調に進捗して
いる。（詳細は下記のとおり。）

●定住人口
　対前年度比99.5％とやや目標を下回った。

【総合特区事業】
・チャレンジファームによる人材養成や就農支援会社による離陸支援については、７名が独立就農し定住したが、受け皿と
なる農場整備の拡大が進んでおらず、今後、定住者の増加には農場整備の拡大が必要となる。
・環境と人を再生するエコビレッジとしてのクラインガルテン（エコクラインガルテン）づくりについては、諸要因により、事業地
を変更することとなったため、整備開始は平成27年度以降になる見込みである。
・高齢者にやさしい持続交通システムの構築、漁船の電動化・ハイブリッド化については、実証実験等を順次進めていく（評
価指標(2)参照）。

【地域独自の取組】
・地域独自の取組としては、洲本市・淡路市が島外からの移住希望者に市内の空き家情報を集約し、インターネットで紹介
する「空き家バンク」を実施している。
・南あわじ市では、兵庫県宅地建物取引業協会と連携し、売却や賃貸を希望する空き家所有者を募るとともに移住希望者
へ空き家情報を提供することにより、空き家の利活用促進及び定住化促進を図っている。
・洲本市では、転入者への補助金支給のほか、新婚世帯への家賃や住宅購入の支援、出産祝い金など５つの促進事業を
盛り込んだ「お帰りなさいプロジェクト」の展開をスタートさせ、合わせて290件、22,162千円を助成した。これにより、移住やU
ターンにより洲本市で生活することを考えたり、結婚、出産を機に定住を考える1つのきっかけとすることができた。

・また、淡路島への移住相談支援窓口を設ける同市のＮＰＯ法人「あわじＦＡＮクラブ」が、古民家を改修し、移住希望者が田
舎暮らしを体験できる短期居住施設を整備し、定住人口拡大に取り組んでいる。
・同法人は、平成23年からすでに併設する離れ１棟を短期居住施設として活用しており、平成25年に追加でもう１棟の離れ
も同施設として開設。これまでに７組の家族が利用し、うち４組が島内に定住した。平成25年度は、電話やメール、面談など
計546件の移住相談を受け付け、うち海外からの移住者も含む17世帯27名の島内の定住に寄与した。
・南あわじ市では、新婚世帯への家賃補助、出産祝金、島外通勤・通学者（一部島内通学者を含む）への交通費助成のほ
か、全国的にも先駆けた施策として、保育料第２子以降無料化を行い、市内への定住促進に取り組んでいる。
・淡路市では、市外からの転入者が新築住宅を取得した場合に地方税法による固定資産税の軽減が終了した後において
も、引き続き5年間減額相当額を助成する制度や市内の民間住宅に入居する新婚世帯への家賃補助など定住化にむけた
事業の促進を図っている。
・このほか、「淡路島景観づくり運動の推進」、「淡路島ロングライド１５０の開催支援」、「「ウォーキングミュージアム」の整
備」などにより地域の魅力を高めることや、洲本市、南あわじ市、淡路市でのデマンド交通の試行による交通利便性の維持
により、人口の減少抑制に取り組んでいる。
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評価指標（７）
持続人口（定住人
口＋交流人口）

数値目標（７）
17万4千人→16万7

千人

（うち、定住人口
14万４千人→13万

４千人）

●次年度以降の取組の方向性
　今後は、洲本市が新たにスタートさせた「おかえりなさいプロジェクト」の展開や「淡路市暮らしてスマイル定住者助成」事業
の実施など、地域独自の取組の強化を進め定住人口の減少抑制に努める。
　また、特区事業による取組は予定よりも遅れているため、エコクラインガルデンの早期事業化に努めるともに、「域学連携
事業」や「手魚舎」の開催など、地域独自の取組をさらに推進し、交流人口の創出拡大を図る。これらの取組により持続人口
の維持に努める。

●交流人口
　交流人口による直接的な評価は困難であるが、淡路島観光協会が調査している淡路島内の主要観光施設の入込客数で
みると、４月に起きた地震や秋の台風、冬の大雪などの影響もあり、平成25年度は4,614,378人（対前年度比３％減）と数値
的には低い進捗率が推察されるが、「域学連携事業」の実施による学生との連携による地域のグリーン資源を活用したツ
アー企画の具体化など、新たな地域独自の取組により、全体としては概ね順調に進捗している。

【総合特区事業】
・環境と人を再生するエコビレッジとしてのクラインガルテン（エコクラインガルテン）の取組が当初予定より遅れており、早期
の事業化を目指す。
・地域の６次産業化のモデル施設、地域活性化の拠点施設として、平成24年８月にオープンした「のじまスコーラ」において
は、チャレンジファーム事業で生産した農産物の直売を行うほか、これらの農産物を活用したカフェ、レストランを開設するな
ど、島内外から年間10万人規模の集客があり、多くの観光客を誘致している。

【地域独自の取組】
・地域独自の取組としては、淡路島の景観を守り、未来に引き継ぐため、「淡路島景観づくり運動」を展開し、淡路景観百景
の活用、景観緑花市民講座や淡路島景観緑化交流フォーラムを開催したほか、民間団体による淡路島一周サイクリングイ
ベント「淡路島ロングライド150」の開催を支援し、都市住民との交流の拡大と滞在型観光の促進を図った。さらに、民間団体
が古道復活プロジェクトのモデルとして、「五斗長ウォーキングミュージアム事業」を展開するなど、地域独自の取組を幅広く
実施し、交流人口の増加に努めている。
・また、洲本市では新たに「域学連携事業」を実施し、大学教員や学生との連携により、地域の自然、文化、再生エネル
ギー、農漁業などのグリーンな資源の活用と産業化を図る”グリーン＆グリーンツーリズム”のメニュー開発やツアーの企画
の提案を具体化し、交流人口の拡大へ向けた取組も開始した。
・南あわじ市沼島では４月に総合観光案内所「吉甚（よしじん）」がオープンし、漁船による周遊船「おのころクルーズ」の運行
のほか、11月から３月にかけて、「手魚舎（ちょうぎょしゃ）」を開催し、のべ200人が参加した。参加者が自由に品を持ち寄っ
て沼島の新鮮な海の幸と物々交換を行うことで、観光客を呼び込み、漁に付加価値をつけて漁業従事者の所得向上を目指
す取組を行っている。

外部要因等特記事項

４月には、淡路島付近を震源とするマグニチュード6.3の地震の発生、
９月10月には、平年を上回る月間7個の台風が発生し、２月は、週末に降った２度の大雪の影響により明石海峡大橋の通行
止めや主要道路の積雪・通行止めなど、災害や天候による影響を大きく受け、観光客入込客数が落ち込んだ。

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

■現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等

委員による現地調査の実施なし。

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］



目標達成に向けた実施スケジュール　　
特区名：あわじ環境未来島特区

年
月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

全体

エネルギー持続の地域づくり事業

B）あわじ環境市民ファンドの創設
　（住民参加型太陽光発電事業）

a）地域資源の価値を高める複合的
なバイオマス利用の実証

b）太陽熱発電とその排熱利用型バ
イナリー発電の高効率ハイブリッド
実証
c）日本有数の潮流を活用した潮流
発電の検討

d）良好な風況を生かした洋上・陸
上風力発電所の検討

e）大規模な土取り跡地等の未利用
地を活用した太陽光発電所の整備

f）事業所・家庭での太陽光発電の
導入促進

C）多様な主体の創意工夫を生か
すエネルギー消費の最適化

H26年度 H27年度

別紙１－２

A）身近な地域資源を活用した多様
なエネルギー創出へのチャレンジ

H28年度H24年度 H25年度

潮流実測調査
漁協等との協議を行いながら事業可能性を検

順次整備
規模拡大

順次整備
規模拡大

事業スキームの検討

事業所省エネ診断拡大
本格展開

離島・漁村における直流技術による自立分散エネルギーシステム技術の実証研究

地域ぐるみうちエコ診断試行
規模拡大

地域協議会の開催
特区計画等の変更のタイミング等にあわせて適宜開催

実証事業
他地域への展開を検討

酵素触媒法によるBDF精製実証プラント設置
順次、BDF製造量を拡大

県民債の募集、発電所整備

他地域への展開を検討

陸上の風況調査、環境影響評価

環境基礎情報の調査 洋上の風況調査、環境影響評価洋上の風況シミュレーション実施

実証プラントの連続運転試験と、得られる液体
燃料の長期使用試験等を実施

実証プラントを活用した事業実施計画の策定 事業の実施

ウェット系バイオマスのメタン発酵によるバイオ
ガス発電の事業計画の策定

事業実施計画の実施に向けた準備・調整 施設設備の建設

ドライ系バイオマス利活用FS実施
資源集約システム検討

可燃ゴミ、剪定枝・伐採木等のドライ系バイオマスを原料としたBTL製造の事業実施計画の検討
事業実施計画の策定

潮流発電の開発・実証

洋上・実証機整備



目標達成に向けた実施スケジュール　　
特区名：あわじ環境未来島特区

年
月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

H26年度 H27年度

別紙１－２

H28年度H24年度 H25年度

農と暮らし持続の地域づくり事業
A）農と食の人材育成拠点の形成

b）耕作放棄地の徹底活用

c）就農支援会社による離陸支援

B）健康・癒しの里づくり

注１）工程表の作成に当たっては、各事業主体間で十分な連携・調整を行った上で提出すること。
注２）特に翌年度の工程部分については詳細に記載すること。

C）高齢者にやさしい持続交通シス
テムの構築

D）漁船の電動化・ハイブリッド化に
よる漁業のグリーン化

b）環境と人を再生するエコビレッジ
としてのクラインガルテンづくり

a）廃校を拠点としたエコ植物工場
等による安心の薬草栽培実証

a）チャレンジファームによる人材養
成

d）島内外協働の農業生産法人によ
る農と食のパートナーシップづくり

プログラム実施
カリキュラムの充実、受入人数・耕地面積の段階的拡大、修了生の輩出

権利者との調整、新規就農者や担い手への集約化、牧場・エネルギーファーム等への活用
農地情報の収集

会社設立
独立就農支援、法人設立支援、雇用就農促進、６次化起業支援等

小型EV実証
順次改良

電動漁船の航行実証
順次改良

本格導入
他地域に展開

植物工場の実証と検証

事業計画作成

会社設立

順次改良
高齢者用移動体の開発・実証、社会システム検討 本格導入

ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝ・ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ漁船の航行実証
順次改良

本格導入



別紙２

■規制の特例措置を活用した事業の実績及び評価

特定国際戦略（地域活
性化）事業の名称

関連する数値目標 事業の実施状況
直接効果

（できる限り数値を用いること）
自己評価 規制所管府省による評価

規制所管府省名：＿＿＿＿＿＿＿
□　特例措置の効果が認められる
□　特例措置の効果が認められない
　　　⇒□要件の見直しの必要性あり
□　その他

＜特記事項＞

■国との協議の結果、全国展開された措置を活用した事業の実績及び評価

全国展開された
措置の名称

関連する数値目標 事業の実施状況
直接効果

（できる限り数値を用いること）
自己評価 規制所管府省による評価

太陽光発電施設の系
統連系に係る迅速な
手続の明文化

数値目標(1)
数値目標(2)
数値目標(3)

小・中規模の太陽光発電施
設の系統連系に係る手続
きの処理期間の明文化及
び短縮がなされたため、施設
整備の進捗が早まり、事業
が円滑に進むことにより、特
区事業として取り組む事業
所・家庭での太陽光発電の
導入促進をさらに推進して
いる。

平成25年度には、住宅用太陽
光発電システム補助金を活用
して新たに343件、計約1.8MW
の住宅用太陽光発電システム
が稼働し、数値目標１のエネル
ギー（電力）自給率の向上や、
数値目標３の再生可能エネル
ギー創出量の拡大に寄与して
いるほか、再生可能エネル
ギーへの転換により数値目標２
の二酸化炭素排出量削減にも
貢献している。

左記のとおり施設整備の円
滑化に寄与することで補助
金を活用した太陽光発電シ
ステムの整備が促進されて
おり、一定の効果があっ
た。

規制所管府省名：経済産業省
規制協議の整理番号：842
＜参考意見＞

太陽光発電施設に係
る電気主任技術者の
選定要件の緩和

数値目標(1)
数値目標(2)
数値目標(3)

電気主任技術者の外部委
託を可能とする出力範囲が
緩和されたことにより、技術
者確保の負担が軽減され、
事業が円滑に進むととも
に、事業採算性の向上に寄
与することとなったことから、
特区事業として取り組む太
陽光発電所の立地促進をさ
らに推進している。

平成25年度には、大規模太陽
光発電所が13カ所稼働し、数
値目標１のエネルギー（電力）
自給率の向上や、数値目標３
の再生可能エネルギー創出量
の拡大に寄与しているほか、再
生可能エネルギーへの転換に
より数値目標２の二酸化炭素
排出量削減にも貢献している。

左記のとおり事業採算性の
向上に寄与することで太陽
光発電所の整備が促進さ
れ、今後も30MW級の大規
模なものも含め、整備計画
が複数予定されており、一
定の効果があった。

規制所管府省名：経済産業省
規制協議の整理番号：841
＜参考意見＞

※関連する数値目標の欄には、別紙１の評価指標と数値目標の番号を記載してください。



別紙２

■国との協議の結果、現時点で実現可能なことが明らかとなった措置による事業の実績及び評価

現時点で実現可能なこ
とが明らかとなった措

置の概要
関連する数値目標 事業の実施状況

直接効果
（できる限り数値を用いること）

自己評価 規制所管府省による評価

規制所管府省名：＿＿＿＿＿＿＿
規制協議の整理番号：＿＿＿＿＿
＜参考意見＞

■上記に係る現地調査時指摘事項
［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］
委員による現地調査の実施なし。



別紙３
■財政・税制・金融支援の活用実績及び自己評価（国の支援措置に係るもの）

事業名 関連する数値目標 年度 H23 H24 H25 累計 自己評価

0 0 1,750 1,750

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 1,750 1,750

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 0

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 1,750 1,750

（千円） （千円） （千円） （千円）

10,000 22,143 12,767 44,910

（千円） （千円） （千円） （千円）

10,000 22,143 12,767 44,910

（千円） （千円） （千円） （千円）

1
(1)

22,143
(22,143)

12,767
(12,767)

34,911
(34,911)

（千円） （千円） （千円） （千円）

10,001 44,286 25,534 79,821

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 173,397 275,960 449,357

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 173,397 275,960 449,357

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 0

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 173,397 275,960 449,357

（千円） （千円） （千円） （千円）

多様な主体の創意工
夫を生かすエネル
ギー消費の最適化
（離島・漁村におけ
る直流技術による自
立分散エネルギーシ
ステム技術の実証研
究）
（地球温暖化対策技
術開発・実証研究事
業）

数値目標(1)
数値目標(2)
数値目標(3)

財政支援要望

所管府省名：環境省
対応方針の整理番号：363（第１回）
特区調整費の活用：無
現地（沼島）において直流グリッドシ
ステム実証設備の設置及びダイナミッ
クプライシングにおける見える化効果
の把握などの予備実験を実施して、次
年度の本格的な実証実験に向けた準備
を計画どおり整えることができた。引
き続き財政支援を活用することで着実
な進捗が見込まれる。

国予算(a)
（実績）

自治体等予算
（うち民間予算）

(b)（実績）

総事業費
(a+b)

財政支援措置の状況

地域資源の価値を高
める複合的なバイオ
マス利用（電気・
熱・燃料）の実証
（地域資源の価値を
高める複合的なバイ
オマス利用（電気・
熱・燃料）のための
計画策定）
（地域バイオマス産
業化推進事業）

数値目標(1)
数値目標(2)
数値目標(3)

所管府省名：農林水産省
対応方針の整理番号：628（第２回）
特区調整費の活用：無
「洲本市バイオマス産業都市構想」
（案）を策定し、「バイオマス産業都
市」への選定へ向けた取組が計画どお
り進んだ。

財政支援要望

国予算(a)
（実績）

総事業費
(a+b)

自治体等予算
（うち民間予算）

(b)（実績）

地域資源の価値を高
める複合的なバイオ
マス利用（電気・
熱・燃料）の実証
（廃食用油利用のバ
イオマス燃料高質化
による農機燃料・発
電利用）【実証実
験】
（緑と水の環境技術
革命プロジェクト事
業）

数値目標(1)
数値目標(2)
数値目標(3)

財政支援要望

所管府省名：農林水産省
特区調整費の活用：無
「洲本市バイオマス産業都市構想」
（案）を策定し、「バイオマス産業都
市」への選定へ向けた取組が計画どお
り進んだ。

国予算(a)
（実績）

自治体等予算
（うち民間予算）

(b)（実績）

総事業費
(a+b)



別紙３
事業名 関連する数値目標 年度 H23 H24 H25 累計 自己評価

0 0 3,000 3,000

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 3,000 3,000

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 0

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 3,000 3,000

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 4,983 4,983

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 4,983 4,983

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 0

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 4,983 4,983

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 183,750 112,750 296,500

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 183,750 112,750 296,500

（千円） （千円） （千円） （千円）

0
183,750

(183,750)
112,750

(112,750)
0

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 367,500 225,500 593,000

（千円） （千円） （千円） （千円）

多様な主体の創意工
夫を生かすエネル
ギー消費の最適化
（未利用地の活用に
よる住民参加型ソー
ラー発電事業調査）
（再生可能エネル
ギー発電事業を通じ
た地域活性化モデル
開発支援調査事業）

数値目標(1)
数値目標(2)
数値目標(3)

太陽熱発電とその排
熱利用型バイナリー
発電の高効率ハイブ
リッド実証
（地球温暖化対策技
術開発・実証研究事
業）

数値目標(1)
数値目標(2)
数値目標(3)

財政支援要望

所管府省名：環境省
対応方針の整理番号：159（第１回）
特区調整費の活用：無
実証施設の建設が完了し、現在試運転
中である。平成26年度に太陽熱および
木質バイオマスボイラによる発電実証
試験を行う。

国予算(a)
（実績）

自治体等予算
（うち民間予算）

(b)（実績）

総事業費
(a+b)

財政支援要望

所管府省名：総務省、資源エネルギー
庁
対応方針の整理番号：670（第３回）
特区調整費の活用：無
洲本市五色地区鳥飼北港の水揚場及び
中川原地区農業用ため池の２箇所を有
力候補地とした住民参加型ソーラー発
電事業の事業化に向け、実施可能性調
査を実施することができた。引き続き
財政支援を活用し事業化へ向けた取組
を進めたい。

国予算(a)
（実績）

自治体等予算
（うち民間予算）

(b)（実績）

総事業費
(a+b)

多様な主体の創意工
夫を生かすエネル
ギー消費の最適化
（分散型エネルギー
インフラを用いた淡
路市の活性化）
（「分散型エネル
ギーインフラ」プロ
ジェクト導入可能性
調査事業）

数値目標(1)
数値目標(2)
数値目標(3)

財政支援要望

所管府省名：総務省
対応方針の整理番号：669（第３回）
特区調整費の活用：無
淡路市夢舞台ニュータウン構想「サス
ティナブル・パーク」周辺をモデル地
域とした分散型エネルギーインフラ整
備の事業化検討を実施することができ
た。引き続き財政支援を活用すること
で着実な進捗が見込まれる。

国予算(a)
（実績）

自治体等予算
（うち民間予算）

(b)（実績）

総事業費
(a+b)

財政支援措置の状況



別紙３
税制支援措置の状況

事業名 関連する数値目標 年度 H23 H24 H25 累計 自己評価

該当なし 件数

金融支援措置の状況

事業名 関連する数値目標 年度 H23 H24 H25 累計 自己評価

大規模な土取り跡地
等の未利用地を活用
した太陽光発電所の
整備

数値目標(1)
数値目標(2)
数値目標(3)

件数 － ３(件) ７(件) 10(件)

・６箇所（うち１件は協調融資）の太陽光
発電所の整備に対して活用がなされた。支
援の効果もあり、島内では太陽光発電所の
整備が順調に進んでいる。
・淡路島内に存在する大規模な未利用地や
産業用地を活用した大規模太陽光発電施設
の立地を促進するため、今後も引き続き国
の支援措置を活用するほか、県として、民
間事業者に対する用地情報の提供、関係機
関との調整の仲介などの誘致活動を実施す
る。

■上記に係る現地調査時指摘事項
［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］
委員による現地調査の実施なし。
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地域独自の取組の状況及び自己評価（地域における財政・税制・金融上の支援措置、規制緩和・強化等、体制強化、関連する民間の取組等）

■財政・税制・金融上の支援措置

財政支援措置の状況
事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

【洲本市】
122件　586.45kW　交付額：10,448千円
【南あわじ市】
109件　590.12kW　交付額：8,497千円
【淡路市】
112件　580.71kW　交付額：9,630千円

あわじ菜の花エコプロジェク
トの推進

淡路島農の担い手元気アップ
事業

BDF推進事業

兵庫県

住宅用太陽光発電システム設
置費補助金

数値目標(1)
数値目標(2)
数値目標(3)

ＥＶアイランドあわじ推進事
業

あわじ環境未来島構想支援制
度（立地支援制度）

平成25年１月に省エネルギー推進、地域ブランド発展、高
齢者の生活向上等に寄与する企業の新規投資を促進する
「あわじ環境未来島構想支援割引制度」を創設し、あわせ
て、特別価格で島内の中小企業に分譲する「中小企業支援
ゾーン」を設置した。「中小企業支援ゾーン」では、平成
25年３月に１区画販売したが、平成25年度中の実績はな
かった。今後、さらに周知に努め制度の利用を促進する。

菜の花油販売促進事業、菜の花種子配布事業、生
産者支援事業等により島民運動として推進した。
25年度実績：BDF精製量18KL

数値目標(2)

電気自動車等導入補助は、当初予定どおりの実績となっ
た。平成25年度は交付対象を島内の事業者及び個人として
いたが、平成26年度からは従来に加え、幹線道路を走行
し、ＰＲ効果が高い島内のタクシー及びレンタカー事業者
が事業用車両として導入する場合に上乗せ補助をすること
により、一層のCO2排出量削減をめざす。
電気自動車用充電器導入補助については、国補助や年度途
中に発表された自動車メーカー４社による支援内容を踏ま
え、26年度の実施に向け補助制度を策定した。

エネルギーの持続

農と暮らしの持続

廃食用油の回収及びBDFの製造、利用化を図り、
化石燃料に替わる代替燃料として活用し、CO2の
削減及び地球温暖化防止に繋げる。
25年度実績：BDF精製量5,865ℓ

継続して行うことで住民の意識を高め、CO2の削減に寄与し
ている。

淡路市

電気自動車(EV)と充電器導入を併せて実施するこ
とにより、全県に先駆けたEV導入モデル地域とし
てEVの普及促進を図る。
〔25年度実績〕
・電気自動車等導入補助：61台　交付額：17,950
千円
・電気自動車用充電器導入補助　導入実績無し
・県立施設等への急速充電器の設置：２台

兵庫県

洲本市
南あわじ市

淡路市

前年度を若干下回る精製量となったが、洲本市で新たにB5
精製施設が稼働しており、今後は新たな需要が見込まれ
る。

兵庫県数値目標(2)

【洲本市】前年度に比べ、導入件数が137件から122件と減
じたが、補助金制度は浸透している。
【南あわじ市】前年度並みの実績であり、需要の高さが伺
える。平成26年度も前年度実績並みで継続する。
【淡路市】100件を大きく超える申請があり、需要の高さが
伺える。継続して行う予定。

実績なし。

兵庫県数値目標(2)

数値目標(2)

地域団体がコーディネーター１名、新規就農希望者３名を
雇用し、研修及び実習を実施。研修生３名は引き続き雇用
され農業経験を積んでいる。今後新規就農を目指す予定で
あり、当初予定通りの実績となった。
平成26年度も組み替え事業により新規就農希望者を雇用す
るとと共に、研修実習を実施し、新規就農者を育成してい
く。

数値目標(4)

新規就農希望者へ、地域での援農活動等を通じ、
農業技術習得や独立への基盤作りを支援するた
め、地域の団体へ事業委託を実施した。
25年度実績：１団体（14,000千円）
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事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

吉備国際大学南あわじ志知
キャンパス地域創生農学部と
の連携

みらいの集落応援事業

玉葱産地強化事業

健全な土づくり推進事業

淡路島たまねぎ10万トン復活
大作戦

公募提案型重点分野雇用創出
事業

農地を活かす“プロ農家”応
援事業

南あわじ市

洲本市

農と暮らしの持続

大学誘致奨励金及び大学入学奨励金：515,000千
円数値目標(4)

開学初年度は定員60名に対し56名の入学があり、２年目と
なる平成26年度は50名入学と概ね当初予定通りの実績とな
り、農を主軸とした地域再生の担い手育成に寄与できた。

淡路島の定住人口の増加や農業人材の育成に大きく寄与し
た。

数値目標(4)
数値目標(7)

洲本市

取組農家数1,473件、取組面積304.7ha
補助金交付額：3,047千円 南あわじ市

南あわじ市

南あわじ市
兵庫県

淡路島農産物等加工支援事業
の推進

数値目標(6)

・６次産業化に取り組む農林漁業者の育成。
・加工施設の新設又は既存の施設を加工施設へ改
良する場合に、農林水産物等の加工に必要な仕様
及び機器等の整備への支援。3ヶ所　補助金：
1,651千円
・農林水産物を用いた商品の開発・改良への支援
を実施した。6ヶ所　補助金：886千円

左記の経費の支援をすることで、地域農産物の消費拡大及
び生産拡大に寄与できた。
平成26年度も生産振興を推進する。

良質堆肥を積極的に投入し、地力を高め野菜の生産安定と
高付加価値生産の推進に寄与できた。数値目標(6)

新規学卒未就職者30人を採用し、うち12人が淡路
島内に定住した。

・集落モデルの育成：１地区（JAあわじ島）
フォークリフト・運搬車の導入補助
・経営規模拡大支援：１地区（JA淡路日の出）た
まねぎ堀取機・運搬車の導入補助

島外から新規就農希望者を受け入れて、就農条件
を整備し、人・農地プランの中心経営体に位置づ
けた集落に対して助成する事業を開始した。

兵庫県

国内産（佐賀県産等）や海外産との差別化を図るため、甘
くて柔らかい貯蔵性のある淡路島たまねぎの晩生品種の生
産を拡大すると共に、淡路島たまねぎのブランド力の強化
を図ることで、農業生産額の拡大に寄与できた。

兵庫県

数値目標(5)
数値目標(6)

件数15件、事業費31,809千円（交付額5,665千
円）

数値目標(4)
数値目標(7)

数値目標(6)

事業初年度のため、活用実績はなかったが、今後、市の農
地・空き家等の就農情報の充実を図りながら、新規就農者
の確保につなげていく。

兵庫県

新たに農地を借り受けて規模拡大し、所得向上を図る認定
農業者に対し、農業用機械・施設の導入費を助成すること
で、遊休農地の解消及び地域の担い手の所得向上に寄与し
た。

取組農家数1,098件、良質堆肥利用量12,505.70t
補助金交付額：3,000千円

長期貯蔵性に優れ、安定的、継続的に有利販売できる玉葱
晩生種の種子購入に対し助成を行い、栽培面積維持拡大に
寄与できた。

・「食を核とした都市と農村の交流拠点」をコン
セプトとして、６次産業化による付加価値の向上
に取り組む拠点として、淡路島の豊かな食材をま
るごと楽しく味わう、買う、体験する施設を整備
する。（平成27年３月一部オープン予定）
〔平成25年度実績〕
・測量調査、一部実施設計、検討委員会等の開催
実施　【南あわじ市】
・施設内の直売所において、農産物等の品揃えを
安定させるため、新規作物の導入促進、直売所間
のネットワーク化や農産物等の融通システムの確
立に向けた調査・検討を支援した。
補助金：1,000千円【県】

数値目標(6)

あわじ島まるごと食の拠点施
設（仮称）の整備促進

数値目標(6)

・平成26年４月より、農業振興部に食の拠点事業推進室を
配置し事務局体制の強化を図ることにより、各種団体及び
関係機関と連絡調整するとともに、測量調査・一部実施設
計に着手するなど、平成27年３月の一部オープンに向け着
実に進めている。【南あわじ市】
・左記の経費を支援することで、新規作物の導入促進、直
売所間のネットワーク化や農産物等の流通システムの確立
に向けた調査・検討に寄与できた。【県】
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事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

「住んでよかった、これからもずっと住み続けた
いと思うまちづくり」をテーマに定住人口増加プ
ロジェクトとして、下記５つの促進事業を実施し
た。
①転入世帯定住促進補助事業
世帯主が50歳未満の2人以上の転入世帯に、最長3
年間補助金（月額1万円）を交付する。
申請受付　56件、補助金交付額　7,470千円
②転入世帯住宅取得奨励金交付事業
世帯主が50歳未満の2人以上の転入世帯が、住宅
を新築又は購入した場合に3年間奨励金（固定資
産税相当分）を交付する。
申請受付　14件、奨励金交付額112千円
③新婚世帯家賃補助事業
夫婦の年齢の合計が80歳未満の新婚世帯が民間の
賃貸住宅で生活している場合に、最長3年間補助
金（月額1万円）交付する。
申請受付　88件、補助金交付額　7,930千円
④新婚世帯住宅取得奨励金交付事業
夫婦の年齢の合計が80歳未満の新婚世帯が、住宅
を新築または購入した場合に3年間奨励金（月額1
万円）を交付する。
申請受付　2件、補助金交付額150千円
⑤出産祝金支給事業
第2子目以降を出産し養育している父又は母に祝
金5万円を支給する。
申請受付件数　130件、交付額　6,500千円

平成25年度はお帰りなさいプロジェクト「定住促進事業」5
事業について、合わせて290件の申請を受け付けた。この事
業を始めてまだ日も浅いが、移住やUターンして洲本市で生
活することを考えたり、結婚、出産を機に定住を考える1つ
のきっかけとすることができた。今後もより多くの定住人
口の増加に繋げるため、制度のPRに努めたい。また、補助
金受給者に対して行ったアンケート結果を、市の業務や今
後の事業運営の参考にしていく。

洲本市

農と暮らしの持続

お帰りなさいプロジェクト
洲本市定住促進事業

数値目標(7)
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事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

各種定住促進事業に取り組むことで、市内への定住を促進
し、定住人口の増加に寄与できた。

南あわじ市

①新婚世帯家賃補助事業
夫婦の年齢の合計が80歳未満の新婚世帯が民間の
賃貸住宅で生活している場合に、最長3年間補助
金（家賃5万円以上･･･月額1万円、家賃5万円未
満･･･月額5千円）を交付する。
申請件数　244件、交付額　19,720千円
②出産祝金支給事業
市内に居住し出産された方に祝金を支給する。
申請件数　338件、交付額　14,620千円
第1子…159人､第2子…115人､第3子以降…64人
③通勤・通学者交通費助成事業
高速バスの利用による居住地からの通勤・通学を
奨励するため、島外通勤者と島内通学者に負担額
の20％、島外通学者に30％を助成する。
申請件数　196件、交付額　12,766千円
島内通学…84人､島外通学…95人､島外通勤…17人
④保育料第2子以降無料化事業
保育所(園)・幼稚園に通所している3歳児、4歳
児、5歳児で義務教育終了前の兄姉から数えて第2
子以降の児童について、保育料を無料（給食費の
み負担）とする。
対象件数　589件、負担額　171,705千円
保育所…544人（1304人のうち）　165,841千円､
幼稚園…45人（97人のうち）　5,864千円

淡路市淡路市新婚世帯家賃補助事業

淡路市

市外からの移住者の新築住宅の取得に対し助成すること
で、長期的な定住を促し、定住人口の増加に寄与できた。

南あわじ市定住促進事業

農と暮らしの持続

数値目標(7)

数値目標(7)

淡路市暮らしてスマイル定住
者助成

数値目標(7)

市外からの転入者が新築住宅を取得した場合に地
方税法による固定資産税の軽減が終了した後にお
いても、引き続き5年間減額相当額を助成する。
申請受付　20件、助成金交付額896千円

市内の民間住宅に入居する新婚世帯への家賃補助
を実施。平成25年度から家賃額等の要件を緩和
し、補助対象を拡大した。
申請受付　159件、補助金交付額13,190千円

新婚世帯へ補助することで、結婚を契機とした市内への定
住を促進し、定住人口の増加に寄与できた。
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事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

淡路島ロングライド１５０の
開催支援

兵庫県
洲本市

南あわじ市
淡路市

地元住民とアーティストが協同し、新たなアート作品の制
作・設置を行う中で、更なる地域住民の地域づくりへの気
運の醸成が図られた。HP等の広報により、島内外に広く周
知できたことで、問い合わせや見学者が増え、イベントを
行うなど、交流人口の増加に寄与できた。今後も新たな作
品設置を地域住民と共に行い、情報発信を積極的に行うこ
とで、更なる交流人口増加を図る。

兵庫県

構想に掲げる「島まるごとミュージアム化」の実
現に向け、古道復活プロジェクトのモデルとし
て、「五斗長ウオーキングミュージアム事業」
（五斗長地区周辺の古道を復活させ、そこに樹木
等を芸術的に加工して配置すること等により、交
流人口の増加を図る事業）を実施した。
〔H25年度実績〕
新たな作品設置を地域住民らとともに行い、情報
発信を継続実施することにより、更なる交流人口
の増加を図った。

淡路島の美しい海岸線、緑豊かな自然や歴史ある町並みな
ど良好な景観を財産として啓蒙、継承していくため島民へ
の意識を醸成できた。また、淡路の美しい景観を島内外に
啓発することで交流人口の増加に寄与できた。

民間による淡路島一周サイクリングイベントの開催支援な
ど、サイクリストを受け入れる取組を進め、「サイクリン
グアイランドあわじ」のイメージを定着させ、都市住民と
の交流の拡大と滞在型観光の需要の喚起を図り、地域の活
性化に寄与できた。

淡路島景観づくり運動の推進 数値目標(7)

数値目標(7)

兵庫県

淡路島の景観を守り、未来に引き継ぐため、「守
り育てる」「調和させる」「活かす」の三つ視点
から”淡路島の景観づくり運動”を推進した。
○淡路島百景のＰＲ・活用
パンフレット5,000部の増刷配布、島内既設観光
案内板へのロゴマークの表示などのＰＲやバスツ
アーなどへの活用を行った。
○「淡路島景観づくりガイド」による啓発
主要施設･団体、会議･催しの際に配布（約１千
部）
○「景観緑花市民講座」の開催
全３回開催。総受講者数74名。
○「淡路島景観緑花交流フォーラム」の開催
H26.3.8開催。参加者数約110名。

・開催日：平成25年９月23日(月・祝日）
・参加者1,974人
・地元での開催体制整備、交通安全対策、地元歓
迎行事等の実施

農と暮らしの持続

洲本市
利用実績と利用者アンケートの結果から、新たな移動手段の検
討を行うことにより、身近で利用しやすい持続可能な公共交通
の実現を図っていく。

中川原地区で試験運行を実施　295千円

数値目標(7)

「ウォーキングミュージア
ム」の整備

数値目標(7)

・昨年度は3回の勉強会を実施。今後も定期的・継続的に情
報交換等を行うことを確認し、関係者間で持続可能な公共
交通の課題や方策について情報共有が図られた。
・総合時刻表については、一部ダイヤ改正による見直しを
行い、今夏に印刷配布する。 兵庫県

・県、島内３市、バス事業者等で構成する「淡路
地域公共交通勉強会」を立ち上げ、島内の高速バ
ス、路線バス、ｺﾐﾊﾞｽ、海上交通等の地域交通を
守り、育てる方策を検証した。
・平成25年度は、高速バス、路線バス、ｺﾐﾊﾞｽ、
海上交通の時刻表を網羅し、乗り換え情報等を分
かりやすくし利便性の向上に繋がる「公共交通総
合時刻表」を作成した。

数値目標(7)守り、育てる地域公共交通

デマンド交通試験運行事業
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事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

兵庫県

住民組織・NPO・企業・行政等の協働により行わ
れる先駆的・モデル的な取組を支援。
〔H25年度実績〕4件、3,000千円
・ＮＰＯ法人淡路島環境整備機構：放置竹林の整
備及び竹ストーブの開発（380千円）
・小型風力発電研究会：耐久性を追求した風力発
電機を利用した照明機器の設計・設置（890千
円）
・淡路ｿｰｼｬﾙﾌｧｰﾑ：ﾏﾏｽﾞﾌｧｰﾑ＆ちゅちゅﾌｧｰﾑによ
る母親同士のつながりによるｿｰｼｬﾙﾌｧｰﾑ（869千
円）
・安坂中原筋田主村起こしﾁｬﾚﾝｼﾞｬｰ：自生植物を
生かした特産物作りによる村おこし活動（861千
円）

あわじ環境未来島づくり活動
応援事業

数値目標(1)
数値目標(2)
数値目標(3)
数値目標(7)

住民組織等が主体となった協同体によって、小型風力発電
機を利用した照明機器の設計・設置や自生植物を活かした
特産品作りによる村おこし活動、放置竹林の伐採やその竹
を燃料とするストーブの開発により、住民自らがエネル
ギーや竹林問題等の地域課題について考え、実践する場づ
くりができ、島民意識の醸成・参画拡大が図られた。

淡路市

山田地区において、デマンド方式による実証運行
を行った昨年度の結果に基づき、地域の実情と住
民の移動ニーズに合う新たな交通システムの本格
運行を実施した。
試行運行1台 3,200千円

両分野横断

デマンド交通実証事業 数値目標(7)

想定した平均乗車人数３人を上回っているため、今後も引
き続き運行支援を継続する。

数値目標(7)

従来からのコミュニティバスの運行見直しに合わ
せ、デマンド型（予約型）乗合タクシーの実証実験
を倭文地域において開始した。
週５日、１日５便を上限に運行
事業費6,086千円

南あわじ市
デマンド型（予約型）乗合タ
クシー運行事業

運行形態をマイクロバスからタクシーに変更したことで、より
きめ細かく地域に入っていけるため、長距離の歩行が困難な方
の外出支援に寄与できた。
しかし、そういった方の利用頻度及び人数は限られているの
で、今後、利用者からの意見等を踏まえ、さらに利用しやすい
運行方法の検討を進め、持続可能な公共交通の実現を図ってい
きたい。
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事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

税制支援措置の状況
事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

県産業集積条例による企業立
地支援（土地及び建物に係る
不動産取得税の不均一課税）

数値目標(7)

実績なし。 今後、さらに周知に努め制度の利用を促進する。

兵庫県

金融支援措置の状況
事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

県産業集積条例による企業立
地支援（拠点地区進出貸付）

数値目標(7)

淡路市津名生穂地区　１件（利率：年1.00％） 平成25年４月に太陽光パネルの設置や省エネ法対応ローコ
ストユーティリティを採用した環境調和型企業が１件進出
し、産業集積による地域活性化とエネルギーの持続に寄与
した。今後、さらに周知に努め制度の利用を促進する。

兵庫県

あわじ環境未来島構想重点地
区推進事業

数値目標(1)
数値目標(2)
数値目標(3)
数値目標(5)
数値目標(6)
数値目標(7)

・洲本市五色町：再生可能エネルギー施設を設置し、体験
する機会を創出することで、構想の啓発と島民の理解促進
や一体感醸成に繋がった。
・南あわじ市沼島：総合観光案内所の開設により、交流人
口の増加が図られた。また、周遊漁船を開始し、漁業の６
次産業化のひとつとして構築させた。
・南あわじ市志知：大学を中心として地域、企業等によ
り、地域内外の食と農に関する連携ができる可能性を見い
だすことができた。
・淡路市長沢･生田･五斗長：3地区が連携して事業を行うこ
とにより、更なる交流人口の増加が図られ、小規模集落の
活性化に繋がった。
・淡路市長沢：自然薯食堂の開店により、特産品のやまい
もをＰＲすることができ、イベントの実施により交流人口
の増加が図られた。
・淡路市生田：交流施設周辺にウッドデッキ・バーゴラや
ホタル情報板を設置することにより、訪れた人々を和ませ
るよう自然･環境と共生した整備を行うことができた。
・淡路市五斗長：玉葱の市場調査を行い、ブランドの復活
に繋がる道筋ができた。また、カフェの開店により、地元
食材のＰＲに繋げることができる。
・淡路市野島：収穫体験や収穫した作物を活用した加工・
調理体験、商品開発を行うことにより、６次産業化及び地
産地消を推進することができた。

両分野横断

兵庫県

「あわじ環境未来島構想」に掲げる重点地区にお
いて、住民組織・NPO・企業・行政等の協働によ
り行われる先駆的・モデル的な取組を支援した。
〔H25年度実績〕
　補助額：１市あたり上限10,000千円
・洲本市五色町：エネルギーと暮らしが自立する
「農山漁村型スマートビレッジ」拠点設置・活用
事業（8,644千円）
・南あわじ市沼島：沼島の恵みと歴史をいかした
ブルー・エコツーリズム推進事業（8,000千円）
・南あわじ市志知：大学を中心とした「農と暮ら
しの持続」推進事業（2,000千円）
・淡路市長沢･生田･五斗長：地域資源を活かした
3地区連携事業（1,500千円）
・淡路市長沢：特産品を活かした拠点整備事業
（2,250千円）
・淡路市生田：人と自然が共生できる環境整備事
業（2,000千円）
・淡路市五斗長：ためねぎブランド化推進事業
（2,250千円）
・淡路市野島：耕作放棄地を活用した地産地消及
び交流促進モデルづくり（2,000千円）
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■規制緩和・強化等
規制緩和

取組 関連する数値目標 直接効果（可能であれば数値を用いること） 自己評価 自治体名

規制強化
取組 関連する数値目標 直接効果（可能であれば数値を用いること） 自己評価 自治体名

その他
取組 関連する数値目標 直接効果（可能であれば数値を用いること） 自己評価 自治体名

洲本市地域再生可能エネル
ギー活用推進条例の制定

数値目標(1)
数値目標(3)

市民参加型による再生可能エネルギー活用検討
ワークショップ、域学連携事業での地域貢献型再
生可能エネルギー施設設置検討等を実施した。

地域資源である再生可能エネルギーから生まれた恩恵を地
域に還元し、その発展に活用するための基本理念を定めた
洲本市地域再生可能エネルギー活用推進条例を平成25年６
月に施行し、再生可能エネルギーの活用・エネルギー（電
力）自給率の向上に寄与していると考えられる。

洲本市

■体制強化、関連する民間の取組等

体制強化

民間の取組等

■上記に係る現地調査時指摘事項
［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］
委員による現地調査の実施なし。

県淡路県民局内に「あわじ環境未来島構想」専属の県民交流室未来島推進課を引き続き設置し、構想にかかる事業の総合調整を行っている。


